
第1回 若葉・須賀町地区

木造住宅密集地区整備促進事業評価委員会

令和６年８月２２日（木） 15:00~
新宿区役所本庁舎６階 第4委員会室



事業評価委員会

の開催に

至った経緯

若葉・須賀町地区では、国の密集市街地総合防災事
業の補助金を受け、木造住宅密集地区整備促進事業※

を実施しています。

本事業は原則５年を経過した時点で事業の再評価
を行うこととしています。本地区は、今年度が再
評価の実施年度です。

再評価を踏まえ、事業を継続するかの対応方針を
決定するにあたり、事業評価委員会にご意見を伺
います。

2

※ 木造住宅密集地区整備促進事業とは？

木造住宅等が密集した地域において、老朽住宅等の建替えと公共施設の整備を促進し、住環境の改善や防災性の向上等
を図ることを目的とする事業です。
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１ 当地区の事業の概要について
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１．地区の概要

（１）地区の位置

・若葉一丁目（一部）

・若葉二丁目

・若葉三丁目

・須賀町

・南元町（一部）

・信濃町（一部）

・左門町（一部）

・四谷三丁目（一部）

（２）面積 約16.7ha
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（３）地区の課題と事業の目的

地区の課題

〇道路拡幅が進んでいない。

〇細街路や行き止まり道路が多い。

⇒災害時の避難や緊急車両の通行に課題がある。

〇敷地が狭小・無接道のため建替えの更新が進まない。

⇒老朽住宅が密集したままになっており、災害時に燃え広がる危険性が高い。
イメージ写真

事業の目的

〇主要道路の整備をする。

〇建替えを促進する。

⇒防災性の向上と良好な住環境を確保し、安心して住み続けられるまちを目指す。

道路整備と建替えが進んだ地区
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（４）これまでの事業の経緯

新
宿
区

国

14年度～平成4年度 16年度 23年度 27年度 令和元年度 ６年度

木造住宅密集地区
整備促進事業の開始

密集住宅街地
整備促進事業の開始

国の整備計画
延伸

国の整備計画
延伸の検討

密集事業及びその他の整備事業が
住宅市街地総合整備事業に統合

密集市街地総合防災
事業に切り替え

～

国の整備計画
延伸

国の整備計画
延伸

国の整備計画
延伸
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２．整備目標

〇道路整備

・地区内主要道路１号（若葉通り）【幅員８ｍ】

・区画道路１号 【幅員８ｍ】

・区画道路２号 【幅員６ｍ】

・区画道路３号 【幅員８ｍ】

〇建替えの促進

〇公園整備
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３．密集市街地総合防災計画における
整備計画及び実績 (令和２～６年度)

〇道路用地取得

〇道路用地整備

126.2㎡

87㎡

※ 整備予定道路総延長距離 ：2,720m
これまでの道路用地取得距離合計： 591ｍ(約21.7%)
これまでの道路用地整備距離合計： 462m(約17.0%)
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(参考)平成４年度～令和６年度までの建物の更新等

〇道路拡幅

〇民間マンション

〇共同建替え事業

①若葉２-12地区 （平成16年度事業完了 40戸）

②若葉３-２地区 （平成19年度事業完了 81戸）

③若葉鉄砲坂西地区（平成27年度事業完了 67戸）

④若葉２-11地区 （令和元年度事業完了 62戸）

〇耐火構造の建築物※

〇準耐火構造の建築物※

※平成8年土地利用現況調査、令和6年1月時点の建築計画概要書等から抽出
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４．地区の現況

まちづくり用地

地区内主要道路１号
（若葉通り）沿い

狭あい道路・老朽住宅

区画道路2号沿い

区画道路3号沿い

道路拡幅

民間マンション

共同建替え事業

耐火構造の建築物

準耐火構造の建築物
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若葉三丁目 約34％ 約50％

若葉二丁目 約54％ 約59％

※新宿区の平均は約83％

70％

町丁目
建物倒壊
危険度

火災危険度 総合危険度

須賀町
ランク ３ ２ 3
順位 （578） （1476） （340）

若葉
二丁目

ランク ３ ２ ４
順位 （578） （1476） （340）

若葉
三丁目

ランク ４ ４ ５
順位 （105） （230） （49）

危険度のランクは5段階の相対評価であり、ランクが高いほど
危険性が高い

須賀町 約54％ 約58％

不燃領域率（新宿区の土地利用2008,2018） 地震に関する地域危険度調査（第９回（2022年））

目標2008年 2018年
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５．まちづくり協議会

（１）まちづくり協議会の活動

参加者

・地区内にお住まいの方

・地区内で営業されている方

・地区内の土地または建物を

所有されている方

建替えや道路拡幅整備を進めてきましたが、地区内
には、現在も防災上の様々な課題が残っています。

住環境の改善や防災性の向上のため、地元の皆様と
地域の現況・課題を把握し、意見交換を行っています。

若葉・須賀町地区では、ハード面だけではなく、ソフト
面においても、地元・地域が主体となった活動が行われ
ています。
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令和３年12月

まちの将来像の検討

令和４年

令和５年10月~

まちづくりルール（案）等の検討

まちづくり推進協議会の
対象者を拡大

「若葉地区 まちの将来像」策定

まちづくりルール（案）
のとりまとめ

令和５年6月

令和６年

（２）これまでの主な活動【若葉地区】

地区関係者を対象としたアンケー
トを基に、将来像を策定しました。

ワークショップ等を通じ意見交換を
行いながら検討が進められました。

将来像の実現とともに防災性の向上
を目指して検討が進められました。
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まちの将来像の検討

令和４年

令和５年９月~

まちづくりルール（案）等の検討

まちづくり協議会発足

「若葉・須賀町地区
まちの将来像」策定

まちづくりルール（案）
のとりまとめ

令和３年11月

令和5年5月

令和６年

（２）これまでの主な活動【若葉・須賀町地区】

地区関係者を対象としたアンケート
を基に、将来像を策定しました。

ワークショップ等を通じ意見交換を
行いながら検討が進められました。

将来像の実現とともに防災性の向上
を目指して検討が進められました。
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～新しい魅力あふれる住みよいまち 若葉～

（３）まちの将来像【若葉地区】

まちの
将来像

５つの
テーマ
と目標
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豊かな暮らしと文化を育む、若葉・須賀町

（３）まちの将来像【若葉・須賀町地区】

まちの
将来像

４つの
テーマ
と目標
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（４）地区計画の変更等の検討【若葉地区】

地区計画の変更

街並み誘導型地区計画への変更を行い、
共同建替えの更なる推進に加え、狭小敷
地での個別建替えにも配慮したルールへ
と見直します。

現在のルール
のイメージ

新たな防火規制の導入

新築や建替え時に、原則として準耐火建
築物以上にする必要があります。

木造の準耐火建
築物のイメージ

防火構造等の木造
建築物のイメージ

見直し後のルール
のイメージ
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（４）地区計画の変更等の検討【若葉・須賀町地区】

新たな防火規制の導入

新築や建替え時に、原則として準耐火建
築物以上にする必要があります。

木造の準耐火建
築物のイメージ

防火構造等の木造
建築物のイメージ

地区計画の変更

壁面後退線を前面道路の境界とみなす
ことができるようになり、区画道路沿
いでは現行のルールに比べ、大きな容
積率が適用できます。これにより、道
路拡幅整備を促進していきます。

※指定容積率300％の場合

容積率

160％
容積率

200％
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２ 評価指標と調査方法について

20



１．事業評価の考え方 事業評価では、以下の３つの視点を基に事業の継続・中止を判断
します。

（Ⅰ）事業の必要性等に関する視点

（Ⅱ）事業の進捗の見込みの視点

（Ⅲ）コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点

③事業の進捗状
況

①事業を巡る社
会経済情勢等
の変化

②事業の投資効
果

事業は順調に進んで
いるか（⇒P25）

事業の必要性は変化
しているか（⇒P22）

事業の目的に対して十
分な効果を発揮するこ
とができるか（⇒P23）

今後の事業が順調に進
められるか（⇒P26）

見直しが必要な箇所と、
それにどう対応するか
（⇒P26）

評価項目 評価のポイント

事業の

継続
または

中止

総合評価
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（Ⅰ）事業の必要性等に関する視点

①事業を巡る社会経済情勢等の変化

◆市街化状況の変化

・○○の建て替えが進み、〇ｍの空地
が確保された。

◆社会情勢の変化

・大規模地震発生や首都直下地震の切
迫性により防災意識が高まっている。

◆関連計画の変更

・建築基準法の改正により、準防火地
域内の耐火建築物等は、建蔽率が緩
和された。

◆周辺地区の整備状況の変化

・四谷駅前地区の再開発事業が完了
したことで、地区の活性化が期待
できる。

A CB

高まった 低下した

事業の必要性が

１. 市街化状況、
社会情勢の変化

２.関連計画や周辺地区の
整備状況の変化

事業を取り巻く状況により事業の必要性が高
まったかどうかを、以下の点から評価します。

評価

例えば

例えば

例えば

例えば
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②事業の投資効果

・建物の更新が進むことで、火災延焼
の危険性が低減する。

・共同建替えが進むことで世帯等が
増加する。さらに、安心して住み続
けられる環境整備を進めることで
防災力の向上が期待できる。

◆費用対効果 （B/C)

ビーバイシー

Benefit by Cost

効果 費用

A CB
期待できる 期待できない

事業の目的に対して十分な効果が

１. 定性的効果 ２.定量的効果

◆不燃領域率

◆老朽木造棟数率

など

事業を進めることでどれくらい効果を期待で
きるかどうかを、以下の点から評価します。

評価

例えば

例えば
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定量的評価（指標）について 事業評価で定量的評価をする際に使用する指標は
以下の３点です。

不燃領域率 老朽木造棟数率 B/C
（Benefit by Cost）

市街地の燃えにくさ
を表す指標

老朽木造建物の多さ
を表す指標

費やした費用に対してどれ
くらいの効果を得られたか

を表す指標

高いほど「燃えにくい
まちである」と言える

低いほど「老朽化した建
物が少ないまちである」
と言える

高いほど「少ない費用で
大きな効果が得られた」
と言える
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③事業の進捗状況

１. 事業の進捗状況

◆進捗状況

・地区の不燃領域率が〇%向上した。

◆残事業

・道路整備がまだ完了していない。

◆事業を進める上での課題

・共同建替えは権利者の合意形成に
時間を要する。

・道路整備は沿道の建替え時期に
左右される。

A CB

順調
解決の見通し
が立たない

事業の進捗状況が

2．一定期間を要した背景

事業が順調に進んでいるかどうかを、
以下の点から評価します。

評価

例えば

例えば

例えば

例えば
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（Ⅱ）事業進捗の見込みの視点

A CB

順調な見込み 困難

今後の事業の進捗状況は

１. 過去30年間で整備した事業量 道路の整備や共同建替え等の具体的な実績

２. 今後の事業に関する考察 道路の整備や用地補償、共同建替え等の今後
の見通し

…

…

（Ⅲ）コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点

・事業の進め方の変更
・整備計画等の変更

今後も事業を順調に進められるかどうかを、
以下の点から評価します。

現在の計画では改善されなかった箇所について、以下の可能性を検討します。

評価
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２．総合評価

これまでの３つの評価
の視点について、それ
ぞれまとめる。

まとめを基に、事業を
評価する。

事業の「対応方針（案）」
として、継続か中止を判断
する。

01 まとめ 02 評価 03 判断

最後に、本事業を継続するかどうか、以下の手順で示します。
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３ 今後の予定
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今後の予定

本日
令和６年

令和７年

第１回事業評価委員会の開催（評価指標と調査方法等について）

第２回事業評価委員会の開催（対応方針について）

国土交通省へ対応方針を提出

８月

12月

２月

次回
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（事務局）

新宿区 都市計画部 防災都市づくり課

〒160-8484 東京都新宿区歌舞伎町一丁目４番１号

TEL：03-5273-3842（直）

FAX：03-3209-9227
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